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l 

試験研究は，その成果の利用において排除不能性・非排他性が存在するとい

う意味で，公共財的性格を持つ(2)。特に，農業における試験研究，就中生物学

的・農学的側面におけるそれは，その性格が強い。日本あるいは米国といった

先進諸国の農業発展をもたらした主要な要因が技術進歩にあり，その技術進歩

の具体的形態としての農業技術の研究・開発・普及が主として公共部門によって

担われてきたことは周知の通りである (Hayamiand Ruttan (8J，川越 (14])。

農業の発展を経済全体の発展の不可欠の条件としている発展途上国の場合，一

般的な研究体制の未整備・民間研究機関の未発達という状況もあいまって，農

業における試験研究が持つ公共財的性格はさらに強いと考えられる。かかる性

格を持つ農業試験研究はいかなるメカニズムで誘発されるのであろうか。

農業のみならず一般に試験研究は科学的知識に基づき，それを発展拡充ない

し応用するものである。科学的知識の発展は人間の知的好奇心や知識欲に大き

く依存していると考えられよう。その限りにおいて，試験研究は経済外的要因

によって規定されている部分が多いと言えるであろう。しかし，試験研究は科

学的知識あるいは科学技術という資本財を生産する経済活動でもある。それに
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対する投資を生ぜしめるメカニズムに経済的要因は全く作用しないのであろう

か。 Solow[22Jは， 20世紀前半の米国の経済成長と技術進歩に関する古典的

研究において，経済成長のうち要素投入の増大で説明できる部分は 1割程度し

かなく，残りは総て技術進歩によることを明らかにした。もし彼の研究結果を

認め，また，技術進歩あるいはそれを結果する試験研究が非経済的要因によっ

てのみ説明されるものであるとするならば，経済成長あるいは経済発展のメカ

ニズムのうち経済分析の対象になり得るのは極めて限定された部分に過ぎない

ことになる。

かかる疑問に対する一つの解答は， Griliches [6Jや Schmookler[20Jら

によって，技術革新の速度を規定する主要な要因の一つが生産物市場における

需要，即ち優れて経済的な要因にあることを明らかにするという形で，与えら

れた。しかし，市場需要によって技術革新が誘発されるとする彼らの理論は，

技術革新に対して資源配分をなす主体として，主として民間の企業家を想定す

るものであった。 Schultz[21Jはこれを一歩進め，農業における技術革新を

生み出す試験研究が主として国あるいは国際的な公共的研究機関によってなさ

れるとの認識に立ちつつ，市場価格がそれらの活動に大きな影響を与えると論

じているo さらに Hayamiand Ruttan [8Jは，彼らの誘発的農業発展モデル

において，農家の私的資源配分のみならず国をはじめとする公共的主体による

資源の配分をも規定するものとして市場価格を位置づけている。また，Hayami

an.d Kikuchi [7Jは，試験研究と同様公共財的性格を強く持つ濯瓶について，

フィリピンを事例としつつ，それに対する公共投資が国際米価水準によって規

定されていることを実証した。本稿の課題は，これらの諸研究を踏まえつつ，

世界における稲作研究を事例として，試験研究活動が市場価格に規定される関

係を分析し，試験研究に対する公共部門の資源配分が価格反応的であることを

実証することにある。

この課題に接近するには世界の稲作試験研究活動の成果，即ちその産出(out-

put)を計測する指標が必要とされる。本稿ではその指標として，世界における

稲作に関する研究文献の総数を用いる。研究文献数は試験研究活動に関する経
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請学的分析にしばしば用いられてきている代表的指標の一つである。例えば，

それは農業生産関数の投入要素のーっとして用いられ (Evensonand Kislev 

(3J， Evenson and Binswanger (4J)，また，研究生産関数の産出の代理変数

としても利用されている (Evensonand Flores (5J)。本稿では，試験研究産

出の価格に対する供給反応を検討する代理変数としてこの指標を用いるわけで

ある。

以下，まず次章で，本稿の分析に用いられる資料の性格と分析目的に合致す

るようになされた資料の修正について概説し，その上で，第3章において仮説

と分析方法を特定する。幾つかの異なった配分時差構造を仮定しつつなされた

研究文献数の価格反応関数の計測結果は第4章で提示される。第5章は分析結

果の要約であり，またその政策的含意について簡単に論じられるであろう。

2. 資料

仮説の提示と具体的な分析に入る前に本稿で用いられる資料について概説し

ておこう。

(1) 用いられQ基礎資料

既述のように，本稿では稲作研究投資を表す代理変数として世界における稲

作に関する研究文献数を用いる。稲作研究文献数は稲作研究あるいは稲作研究

を含む農業研究に関する世界的な文献目録から得られるであろう。このような

文献目録としては，国連食糧農業機構 (FAO)の IFAGRINDEX.1I，英国コモ

ンウエールス農業局の IFRiceAbstracts.1l， 米国農務省の IFBibliographyof 

Agriculture=BA.1I，国際稲研究所 (IRRI)の『国際稲作研究文献目録(Inter-

national Bibliography of Rice Research=IBRR).1I (IRRI (10J)等がある。

これらの中で，最も包括的で収録数が多いのは IRRIの IFIBRR.1Iである。

年次によって多少の変動はあるが， IFIBRR.1Iに収録された稲作研究文献数は，

2位の米国農務省の IFBA.1Iの 2-3倍，その他のものの 3-5倍に達する
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(Morooka (17， p. 93J)0 nBRRj]の収録数が圧倒的に多い基本的な理由は，

IRRIがこの研究目録を稲作研究推進のための重要なインフラストラクチュア

のーっとして位置づけ，図書館を中心としてその作成に多大の努力を傾注して

きていることにあるであろう。 例えば， ~IBRRJJ の収録文献数を多くしてい

る一つの具体的要因は，それが他より多くの日本語文献を収録していることに

あるが，これは， 日本における稲作研究の動向把握を主眼として置かれている

IRRI 日本ライブラリー・オフィスがわが国の稲作関連文献・資料の収集に努

めているためである〈円。すぐ後で見るように，世界の稲作研究に占める日本の

研究の比重は大きく，従って日本語文献のカパレッジによって収録数は大きく

違ってくる。世界における稲作研究活動の指標として用いるためには包括性・

網羅性の程度が高いことが必須であり，本稿ではこの ~IBRRJJ を基礎資料とし

て採用する。

世界における稲作研究活動の価格反応を検討するために必要なもう一つの資

料である米価としては，パンコックにおける米輸出価格(f.o. b.; 5 % broken; 

milled)の系列を用いる (IRRI(l1J)。米の国際的市場価格水準を示す長期時

系列としてこれ以上に適切な資料は見当たらないであろう。また，この価格系

列のデフレーターとしては世界銀行によって作成されている工業製品輸出単価

指数 (unitvalue index of manufacturing export; World Bank (24J)を採

用する。この指数の動きは一次産品価格のそれより安定的であり，米価格の変

動パターンを特徴づけるものとしてより適切であると考えられる。

(2) 資料の性格

~IBRRJJ は 1961 年版以降毎年編集公表されてきており， 現時点での最新刊

は 1986年版である。ただ， 1963年に刊行されたこのシリーズの第 1巻は 1951

-60年間の稲作研究文献を収録している。ここでは Morooka(17Jによりつつ，

~IBRRJJ 各年版収録ベース〈りで，世界における稲作研究の動向を概観しつつ，

この資料が持つ性格を確認しておこう。

まず ~IBRRj]の第 1 の特徴は，その稲作研究文献収録の対象が世界の全地域
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文献数(1∞0)

。 1 2 3 4 5 6 7 8 

1961-1蜘 133134闘捌l
¥ 、、ミミξミ子:.::..~:~:!~-;-----.、

1966-19河 |331 40 [5国JH嗣|

1971-1975 119 1 53 1!1粗鋼|
-'-----:.-手二三弐~f~~許モ3占ンー

1976-1980 114 I 師 隊第雪印闘|

日本 その他アジア諸国 ア7リ力中南米北米欧十lその他

第 l図地域別稲作研究文献数

注.バーの中の数字は百分比.
資料出所:Mor∞ka (17， p.94J. 

に及んでいることである。第 1図は各年版文献収録数の趨勢を地域別に 5カ年

平均で示したものである。 60年代前半の一年当たり 2，000件強から 70年代後

半の 8，000件強へと，世界における稲作研究文献数は 4倍以上に増加している

が，この文献数の急増は，地域別にみて米を主食とするアジア，特に日本を除

くアジアにおいて顕著に生じている。絶対数が急増する中で，アジア地域全体

の稲作研究が世界全体に占める比重は 1960年代の 7割弱から 70年代の 8割へ

と増大したのである。アフリカの割合も増加傾向にあり，逆に割合を傾向的に 1

減少させている地域は北米と欧州である。日本の稲作に係わる研究文献数は，

絶対数で 60年代前半からその後半にかけて約2倍に増えたが，以後その水準習

で大きな変化なく留まっており，結果として，世界全体に占めるわが国のウエ

ートは 60年代の 3割から， 70年代後半には 15%を切るところまで低下してき

ている。

第2の特徴は， Ii'IBRR~ の収録対象が英語・日本語によるものに限らず他の

多くの言語による文献に渡っていることである。幾つかの年次について使用言

語別稲作研究文献数とその構成比が第2図に示されている。 1965年には稲作関
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文献数 (1000)

O 1 2 3 4 5 6 

19651 4o ~三48三ヨ11111

19701 47 主三37三ヨ""1 

1975 63 

1981 

1982 

1983 

65 

68 

65 

英話

主三乏3三ヨ1111 

長三三1~ヨ 1 111 

E三17三司 1 111 1 

E三塁16言ヨ 5131313151 

日本語

7 

中国語科トfルスペインロシアそのぼ

第 2図使用言語別稲作研究文献数

注.バーの中の数字は百分比.

資料出所 ;Mor∞ka(17， p.99J. 

係文献の約半数が日本語によるもので占められており，英語文献がそれに次い

でいた。それが70年には逆転し， 80年代前半には英語によるものが 65%強を

占めるまでに増加している。英語・日本語以外の言語による稲作文献の比重は

小さいが，それは年代を迫って高まる傾向にある点が注目されよう。

第3の重要な特徴として， ~IBRR~ の収録対象が稲・稲作に関するあらゆる

研究分野をカバーしていることが挙げられる。第3図は，研究分野別文献数の

百分比を三つの時期に分け，日本とそれ以外の諸国について示したものである。

研究分野は植物学，栽培学，植物病理学・昆虫学，流通・加工・利用，社会・

経済の五つに大別されている。アジアの発展途上国を中心とするその他諸国の

稲作研究は，わが国のそれと比較して栽培学的研究の占める割合が相対的に高

いこと，また，日本の稲作研究において従来比重の低かった流通・加工・利用

あるいは社会・経済に関する研究が 70年代から 80年代初頭にかけて相対的重

要性を高めてきている点，等が注意を引こう。



農業試験研究投資の誘発機構 7 

栽培学
(農業気象・士壌肥料・栽培・雑草防除・農業土木・農業機械) 流通・加工・利用
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(形態・牛浬・生化学・ | その他食用非食用利用)
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日本

1961-70 

24 
、i

『

1
1
4・寸
i
l
l

ノ、、

1 9 

2115 2 9 

1 1 

9 7 

同
山

mω

勺

4

0

5

nuiM

《

u
d

37 

24 35 

聞一70I 23 
1971-80亡20

1981-83仁三

，，
+
l
I
A
 

38 
， ， 

37 

41 

第 3図 日本とその他諸国における分野別稲作研究文献数の比較(百分比〉

資料出所:Mor∞ka ([7， p.98J. 

(3) 資料の修正

以上見てきたように ~IBRR.!Iは国際稲作研究文献目録として地理的地域，使

用言語，研究分野の各側面において広範なカバレツジを持ち，世界における稲

作研究の産出を測る指標として最も適切なものであると考えられる。ただ，各

年版の ~IBRR.!Iにはその年次に公表された研究論文だけでなく，それ以前に公

表されたものも含まれている。これは，年末近くに公表された文献の採録は翌

年になってなされること，文献の採録は重要度の高い学術雑誌等から始められ

順次低いものへと進められるが，その作業が翌年にずれ込むことがあること，

また，目録の網羅性を高めるため，文献の探索に努め，採録洩れになっていた

文献が発見された場合，その都度見出された年の ~IBRR.!Iに収録されていくこ

と，等の理由で生じる。事実，ある年に公表された文献の採録が完了するまで

には 10年ないし 15年という期聞がかけられている。従って，稲作研究の産出
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の年次的変化を分析するためには， ~IBRRJl各年版に収録されている文献を刊

行年ベースに集計し直す必要がある。

データが利用可能な期間は 1951-86年であるが，再集計は期間によって四

つの異なった方法によってなされた。 ~IBRRJlの編集は従来手作業によってい

たが， 1979年にコンピュータ化され，それ以後データベースとして作成されて

きている。 1978年以前の各巻についてもデータベース化が進められており，現

在 1970年版まで完了している。即ち， 1970-86年版についてはコンビュータ

による検索が可能となっている。一方， 1978 年刊行の文献までは ~IBRRJlの採

録が完了していると見なされる〈り。従って， 1970年から 78年までの期間につ

いては，各年版ベースから刊行年ベースへの再集計はコンビュータ検索により

容易になされる(的。この 1970-78年間のデータを検討すると，ある年に刊行

された文献がその年以後のIiIBRRJlに収録されていく年次別分布， また，あ

る年の ~IBRRJlがその年以前に刊行された文献を収録する年次別分布は，共に

安定した分布に従っていることが観察される(7)。そこで，文献収録が完了して

いない 1979-86年間およびデータベース化が完了していない 1961-69年間の

各年については，それぞれ，これらの分布の 1970-78年間の平均を仮定して年

次別刊行文献数を推定することによって再集計した。最後に， 1951-60年間の

各年については，この期間をカバーするIiIBRRJl第 1巻から無作為抽出された

30%の標本に基づいて刊行文献数を推計することにより再集計した〈的。

3. 仮説と方法

(1) 仮説の導出

このようにして得られた年々の世界の稲作研究文献総数が第4図上段に実線

でプロットされている(9)。文献総数は 1951年から 86年にかけて大きく増加し

た。稲作研究のかかる増加は，稲作研究のみならず農業研究一般あるいは科学

研究一般に対する投資の累積的増加を反映するものであり，また，研究投資の

増加は，研究開発 (R& D)に対する投資の社会的収益率が高いものであるこ
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刊行年次別文献数 作ノ
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第4図 稲作研究文献数および米輸出価格の動き， 1951-86年

注.米輸出価格は f.o. b. Bangkok，工業製品輸出単価指数でデフレート.

資料:付表.
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とが公共部門に次第に周知されてきたことに起因するであろう(問。しかし，詳

細にこの時系列を観察すれば，稲作研究文献の増加率が短期的には大きく変動

していることが見出されるであろう。 1951年から 63年にかけて文献総数は平

均年率 11%を越える璃加率で急増したが， それは 1963-69年間には 5.5%

に低下している。その後， 1969-78年間には，増加率は 10%にジャンプし，

それ以降2.4%と再び急激に低下する。

文献数で測られた稲作研究活動のかかる変動は，第4図下段に示した米の国

際市場における価格変動に大きく規定されているように思われる。工業製品輸

出価格指数でデフレートされたタイ米ノξンコック相場の変動は極めて大きい。

特に顕著な価格騰貴が，朝鮮戦争の影響を受けた 1953-54年，インド亜大陸に

おける深刻な早越に端を発する 1966-68年， さらに 1973-75年のいわゆる

「世界食糧危機」の期間に観察される。 1950年代後半と 70年代半ばにおける

稲作研究活動の加速化は，先行するこれら米価騰貴の時期と対応しており，ま

た， 70年代末以降の研究活動成長率の顕著な鈍化は r世界食糧危機Jの時期

に続いて生じた米価の低迷期と照応している。

以上の観察から，次のような仮説が導出されるであろう。即ち， 50年代後半

および 70年代半ばの稲作研究の加速化は，先行する時期に生じた米価の騰貴

によって誘発され，また， 80年代における研究活動の成長率鈍化は「世界食糧

危機」後に生じた米価の低迷によって惹起されたくlり。そしてその背後には，価

格変化によって規定される収益率の変化に対応しつつ公共財の生産に対して資

源配分をなす， という政府およびその他公共的非営利機関の投資行動があるで

あろう。

(2) 方法

この仮説の検証として，稲作研究文献数 (Q)を米価 (P)と関係づける回帰

式を計測する。基本的な関数関係の特定化は次の通りである。

lnQ =α。+町 lnP+α2t+ e [ 1 ] 

ここで，的は回帰係数，eは誤差項である。また，指数的タイムトレンド (t)
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は試験研究のインフラストラクチュアに対する過去の投資と科学的知識の過去

の発展の累積的効果を表す代理変数として導入されている。

さて，価格が研究の産出に影響を与えるには一定のタイムラグが伴うと考え

られる。即ち，上記の価格と研究文献数との関係を計測するに当たって，何らか

のタイムラグ構造を仮定する必要がある。本稿では，最も広く利用されている

Koyckモデルに加えて， Almonの多項式ラグモデ、ル (Johnston[13， pp.352 

-8J)の適用を試みる。 Koyckモデルはいうまでもなく，過去の独立変数の当

期の従属変数に与える効果(ウエート〉が時聞を遡るに従って指数的に低下す

ると仮定するもので，最も簡便には，上記の第 [lJ式の右辺に 1期ラグを持た

せた従属変数(lnQt-，)を導入した形で計測される。これに対して， Almonモ

デルのタイムラグは次式のような構造を持つ。

m 
ln Qε=α。+LJ si lnPt_i +α，t + et 

i=O 
[2J 

ここで mは価格 (P)が研究文献数 (Q)に影響を与えるラグの期間， ん

はその間のラグ・ウエートであり，特定の多項式分布に従うものと仮定される。

このんは，次式の回帰推定結果より推定される。

lnQt =α。+当仏 [3J 

ここで，Ztjは仮定された多項式の次数〈ρ〉に基づいて価格 (P)の対数系

列を変換することにより作られた変数である(12)。

以上の特定化から明らかなように，始めから特定のラグ分布を仮定する Ko-

yckモデソレと異なり， Almonモデルの場合， ラグ分布を規定するパラメータ

である m および pは，デ}タにモデIレをあてはめた上，自由度修正済み決定

係数 (R')等の統計的基準により選択し得るものである点，前者より柔軟性が

高いモデルであるといえよう。なお， Almon [lJによる最初の試み以来， Al・

monモデ、ルの計測に当たって，ラグ分布の両端に制約(上記第 [2J式で st+t

= ん_m_l= 0)を課す計調.iJ例が多く見受けられるが， Dhrymes [2， p.37-40J 

や Johnston[13， p.358Jは， かかる端点制約 (end-pointconstraints)は推

定されるラグ分布の形に強い影響を与えるものであり，アプリオリに課すべき
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ものではなく，これら端点制約自体データによって統計的に検定されるべきも

のであるとしている。本稿では F検定 (5%有意水準)でこれらの帰無仮説

(st+. =ん_m_.=O，st+. = 0， st-m-. = 0)を棄却できない場合に限り，端点

制約を課すこととする。

4. 計測結果

1951-86年間の 36個の観測データに基づく普通最小自乗法による回帰分析

の計測結果は第 1表と第2表にまとめられている。まず，第 1表の第(1)式は，

I期ラグを持たせた価格 (Pt-.)とタイムトレンド (t)を説明変数とする簡単

第 l表 1951-86年の時系列データによる稲作研究文献数の価格反応推計結果り

方程式番号 (1) (2) (3) (4) (5) 

Koyck Almon2} 

In P: (ρ=1) (ρ=2) 〈ρ=2)

(b_.=b.=O) 
Pt .156(4.49)** .125(2.60)叫 .076(5.49)仲

Pt-1 . 257(2. 87)紳 .147(1.93)本 . 139(5.36)林 .143(5.43)** .126(5.49)料

P'-2 .121(5.37)料 .143(4.38)帥 .151(5.49)**

Pt-3 .103(3.82)** .125(3.51)** .151(5.49)** 

Pt-< . c脳 (2.34)料 .叩9(2.41)** . 126(5.49)柿

Pt-5 .068(1. 41) .034(0.57) .076(5.49)柿

[SumJ [.673J [.659J [.706J 

InQt-. . 594(4. 07)** 

t .089(35.6)帥 .034(2.62)** .ω0(36.5)料 .090(36.2)** .ω0(37.2)叫

RB自由G修(.度自s正ta由済t.度3〕》

33 31 28 27 29 

.9793 .9858 .9845 .9845 .9845 

13.1* 4.74 9.22 13.9* 14.1* 

注. 1) 係数の後の括弧内の数字は t値*および判が付された係数は，それぞれ5

?るおよび 1%の有意水準で統計的に有意である.
2) Pおよび qは A1monlag推定において仮定された多項式の次数，b_. = 0， 

C12 = 0等は， end.points に制約が課せられた場合の制約の特定化を示す.

3) Breusch.Godfrey statistic (5次まで)， ;('0・05(5)= 11. 07α 
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なモデルの推定結果を示す。両説明変数の回帰係数推定値は共に 1%の有意水

準でゼロと有意差を持っており， また， 自由度修正済み決定係数は 0.98と極

めて高い。 しかし 5階までの残差の系列相聞を検定する Breusch.Godfrey

統計量は， 5%の有意水準でその存在を示唆している (13)。

Koyckモデルによる計測結果は同表第 (2)式として報告されている。 1期

ラグ付き従属変数の導入は，R:で測られた統計的適合度を若干引き上げると同

時に，残差の系列相聞を大きく改善している。価格の係数は期待値どうり正で，

かっ 5%水準で有意であり，タイムトレンドとラグ付き従属変数は共に 1%水

準で有意である。研究文献数の長期の価格弾力性は 0.362，また，この Koyck

プロセスの平均ラグは1.46年と推定される。即ち， 稲作研究活動の価格反応

におけるタイムラグは，平均的にみて，極めて短いものであるという結果が示

唆されているのである。

価格について分布ラグを導入するもう一つの試みである Almon多項式ラグ

モデ、ルの推定結果は第 1表第 (3)-(5)式に示されている。仮定されるラグの

期間・多項式の次数により多くの組合せが可能であり，それらの中から一つの

組合せを選択することは必ずしも容易でもないが， ここでは， 1)端点制約を

課さない Almon推定において最も高い自由度修正済み決定係数を与えるもの

を選択する， 2)ラグの期間および、次数の一定の範囲について R2の差が小さい

場合には中間の組合せを選択する，というニつの選択基準を設定しよう。この

ようにして選択された計測式は第 (4)式，即ち 5年のラグ期間 2次の多項

式，端点についての制約が課せられていないものである(14)。あわせて，同ーの

ラグ期間について 1次式近似による第 (3)式および2次式近似で両端点に制

約を課した第 (5)式の結果を参考のために表示している(15)。

第 (4)式の推計結果は，価格の研究誘発効果が，予想されるように，逆 U字

形の分布に従っていること，ラグ付きの価格のウエートは正であり，かっ 4年

前の価格までについて 1%の有意水準で有意であるこむを示している。この場

合も，価格の影響は極めて短期間に発現することが示唆されている。 il.2の水準

で測られる統計的適合度も第 (2)式と第 (4)式で大きな差を示していない。
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ただ，各期の価格のラグ・ウエートの和として得られる長期の価格弾力性は

0.659で， Koyckモデルの推定結果の約2倍の水準にあり，また，残差に系列

相聞が生じていることが示唆されている。残差の系列相関は， Koyckモデルと

類似したラグ分布をとる 1次式近似による第 (3)式のケースでは大きく改善さ

れるが，この推定結果においても，第5期目にはラグ・ウエートが有意でなく

なる点，長期価格弾力性が大きく計測される点は第 (4)式と共通している。端

点制約を課した第 (5)式の結果は第 (4)式とほぼ同様である。いずれの場合も，

タイムトレンドの係数は安定的かっ高度に有意であり，その大きさは， Koyck 

モデルから推定される長期の推定値とほぼ同ーの水準にある。

最後に，現時点における稲作研究が，過去の研究の蓄積に依存している関係

を検討しておこれこれは，タイムトレンドの代わりに，過去の研究文献数

(Qt_t)を説明変数として用い， それに Almonラグを適用することによって

なされよう。 P に加えて，Qに対しでも Almonラグを適用することにより，

それぞれについて仮定し得るラグ期間・多項式の組合せは激増するが，ここで

は，前記の二つの選択基準にさらに， 3)負かっ有意なラグ・ウエートが Qに

ついて計測されるものは除外する， という基準を追加しよう。この基準は，過

去の研究が現在の研究にマイナスの影響をもたらすことはあり得ないという判

断に基づくものである。

計測結果は第2表にまとめられている。第 (6)式から第 (9)式まで4本の計

測結果が表示されているが，特定された選択基準に照らして選択される計測式

は第 (8)式である(16)。第 (9)式は第 (8)式と同ーの特定化の下で両端点に制

約を課したケースである(17)。これらの計測式の R2は，第 (3)-(5)式のそれ

より若干高いが，残差に強い系列相聞があることが示唆されているo その点に

留意しつつ，まず価格の係数から見ていこう。指数的タイムトレンドを過去の

研究文献の累積に置き換えることにより，価格が研究活動に与える影響は，約

半分の大きさに減少し，長期の弾力性にして 0.3前後となっている。しかし，

価格の効果は正かつ統計的に有意である。第 (8)式の場合， 1-3期前の価格

のウエートが 1%水準で有意となっており，ラグ分布は第 (4)式の場合よりー
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第2表 1951-86年の時系列データによる稲作研究文献数の価格および過去の研究に対

する反応の推計結果日

方程式番号 (6) (7) (8) (9) 

Almon 

ln P: (p=2) (p=2) (p=2) (p=2) 

(b6=0) (b_l=b6=0) (b_，=ん=0)

Pt .022(.602) .036(3. 11)料 .∞1(.028) .白0(4.57)林

Pt-I .052(2.28)* .060(3. 11)料 .054(3.47)紳 . 067(4.57)柿

Pt-2 .069(2.61)料 .072(3. 11)柿 .078(4.25)料 .080(4.57)帥

Pt-3 .072(2.33)* . 072(3. 11)** .075(3.63)紳 . 080(4.57)料

Pt-4 . c活1(2.13)* .060(3. 11)林 .043(1. 67) . 067(4.57)柿

Pt-5 .回7(2.∞)* .036(3. 11)榊 ー.016(一.35) . 040(4.57)柿

[SumJ [.313J [.336J [.235J [.374J 

lnQ: (q=3) (q=4) (q=4) (q=4) 

(CI2=O) (C_1=CI2=0) (C-1=CI2=0) 

Qt-l .326(3.21)材 .147(3.31)** . 344(1. 73) ー.016(ー1.04) 

Qt-2 .134(2.64)** . 155(3. 10)** . 176(1. 62) 一.021(ー.843)

Qt-3 .020(.475) . 094(2. 39)* .059(1. 21) ー.017(一.577)

Qト 4 一.032(一.688) .017(0.50) ー.011(一.426) ∞5(一.178)

Qt-5 ー.035(ー.79ヲ〕 ー.040(一.983) 一.040(ー1.26) .013(.517) 

Qt-6 一.006 (一.164) 一.054(ー1.21) ー.034(ー1.07) . 034( 1. 99)* 

Qt-7 .041 (1. 42) ー.019(一.480) 一.∞2(一.070) . 057(4. 76)** 

Qt-8 .回9(2.84)紳 .054(1. 62) . 044( 1. 85)* . 079(4.72)材

Qt-9 .125(3.22)** .141(3.78)** .回2(2.85)** .ω7(3.63)** 

Qt-l0 . 132(3. 25)** .201 (4.23)** . 125(3.37)林 . 108(3. 01 )** 

Qt一日 .凹5(3.23)** . 178(4. 18)** . 126(3.24)** . 107(2.65)** 

Qト 12 .076(1. 01) .092(2.42)* 

Qt-13 -.046(ー.270) .058(2.25)* 

[SumJ (.889J [.874J [.90ヲ〕 (.586J 

RB白由G修(度自.正s由t済a度t) . 

19 20 14 18 

.9811 .9832 .9894 .9871 

10. 7 10. 7 19.2ホ* 19.1** 

注. 1) 第 l表の脚注を参照.
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層逆U字形を強めている。

第 (8)，(9)式の過去の研究文献について Almonのラグは 13年聞に渡って

おり，また，多項式の次数は 4次となっている(18)。推定された係数は， 初め

の数年聞については有意でなく，第 (8)式の場合で 8年目以降，第(9)式の場

合で6年目以降について正で有意なウエートが検出されている。かかる結果は，

過去の研究の成果が新しい知識を生産するための有効なインプットとなるには

長期の懐妊期間を必要とするという事実を反映していると思われる。

ただ，第 (8)式の場合 1期前から 3期前の研究文献数のラグ・ウエートは

正であり， 5%の有意水準で有意ではないが， その t-値は 1をかなり超えて

いる。 Qについてのラグ期間を 8-11年とする Almon推定の多くは 1-

3年および 10年前後のラグを持つ過去の研究文献に有意なウエートを検出す

る。第 (6)，(7)式は参考としてそれを示すために表示したものである。両式と

もラグ期間は 11年であり， 多項式の次数は， 第 (6)式が 3次，第 (7)式が4

次である。端点制約は，前者は端末にのみ，後者は両端に課されている(19)0 R' 

で見た統計的適合度は 4次の多項式近似の方が高いが，どちらの場合において

も8-11年以前の研究文献と共に， 1-2年以前のそれについても有意なラ

グ・ウエートが現れている。先に第2章第2節で見たように，ここで対象にし

ている研究文献は基礎的なものから応用的なものまで広範にカパーしている。

もし最近年の研究文献が現時点の研究に統計的に有意な影響を与えているとす

れば，それは，ある種の応用的研究の様に，研究の性格によっては，過去の研

究が新しい研究の有効なインプットとなるのに要する懐妊期間が相対的に短い

場合が有り得るということを示唆しているかもしれない(20)。この点についての

一層の検討は，しかし，試験研究の価格反応の検討を課題とする本稿の範囲を

超えており，今後の課題として残される(21)。

以上，幾つかのモデルについて計測結果を示した。これらの中からどれか一

つを統計的基準によって，より優れたものとして選択することは難しい。しか

し，次の点は強調されなければならない。即ち，第 1表と第2表に示された計

測式は，総て， I世界の稲作研究活動は，一定の長期的トレンドに沿いつつ，短
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期的には国際米市場における価格変動に応じて変動してきたJ，という仮説を

支持するものであったということである。

5. 結論

本稿の分析は改善されるべき多くの余地を残している。本稿で用いられた基

礎資料は世界における稲作研究文献の総数であり，その集計の程度は極めて高

い。従って，例えば基礎研究と応用研究といった研究の性格的差異は考慮され

ていない。分析に用いられたモデルはシンフ。ルなものであり，また，刊行年別

稲作研究文献数のデータも大胆な推計を含む試算的なものである。

これらの限界を持ちつつも，本稿の分析は，少なくも，世界における稲作研

究文献総数で測られた稲作研究の産出が，国際市場における米価の変動に対し

て反応的であることを明らかにしている。かかる分析結果は，生産物市場の条

件が革新的行動に影響を与えるという Gri1iches，Schumooklerらによる研究

結果と整合的であるだけでなく，政府および非営利的公共主体による公共財生

産に対する公共的資源の再配分は公共財生産の収益率の変化，即ちそれを規定

するところの価格の変化によって誘発されるとする Hayami.Ruttan仮説とも

整合的である。

さらに，本稿の分析結果は試験研究活動における公共部門の価格反応が極め

て短期的なものであることを示唆するものであった。我々は既に，濯概のケー

スについて，農業における公共投資を誘発するメカニズムが，気象変動のよう

な外圧的要因に起因する周期的価格変動に対する公共部門の過剰反応を誘発す

る危険性をも内包していることを指摘した (Hayamiand Kikuchi (7J， Kiku-

chi (15J。もし，農業試験研究および濯概という食糧生産にとって最も重要な

インフラストラクチュアに対する公共投資の 1970年代における加速化が60年

代後半および 70年代前半の食糧価格の騰貴によって誘発されたものであり，

また，もし 70年代におけるこれらの公共投資の加速化が 80年代における食

糧の供給過剰と価格低迷をもたらした要因であるとすれば， 70年代後半以降の
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とれら公共投資の顕著な減退が逆に将来における食糧不足ないし食糧危機の原

因を作りつつあるという蓋然性は高い。過去において， r世界食糧危機」と「農

業不況」は蜘妹の巣理論的に再発してきた。かかる現象の将来における再発を

防ぐためには，政府および国際的機関による農業にお け る 公 共 財 に 対 す る 投 資

の意思決定が，長期的観点に立つてなされる必要があるであろう。

注(1) 本稿は青山学院大学速水佑次郎教授および国際稲研究所(IRRI)日本事務所諮問

和子氏との共同研究の成果である Hayamiet al. [9Jに基づき，それに手を加えた

ものである。ここにこのような形で報告することをお許しいただいた両氏に対し記

して感謝の意を表したい。また，資料の収集・修正について国際稲研究所図書館の

しベルガラ夫人およびその他の司書の方々の，計算に際して千葉大学稲葉助教授，

本研究所大賀研究員およびその他多くの研究員の，ご教示・ご協力を得たことを感

謝する。

(2) 公共財の性格については，例えば野口[18，149-153ページ〕。

(3) 作成方法等IiIBRRJlについて詳しくは武吉 [23J。

(4) r各年版収録ベースJということの意味は次節で触れる。

(5) 1986年版に収録されている 1978年刊行の文献は 30件であり，これはこの年まで

に収録された文献総数6，472件の 0.5%に満たない。

(6) IiIBRRJlはあくまでも稲作に関する文献検索の用に供することを目的として作

られており，コ γ ピュータ検索によりある年の刊行文献総数を得るには次のよ 5な

問題点がある。即ち，刊行年で検索をかけると刊行年に関するエントリーが省かれ

ているものがカウソトされないという点である。 WIBRR~ 各年版の文献収録件数は

文献総数とは異なっている。例えば，ある特定の研究者あるいは研究プロジェクト

が限定された研究対象について一連の報告をなした場合， IiIBRRJlでは検索の使の

ためこれらを 1件にまとめて収録している。この場合 1件の中に含まれる複数の

文献についてはそれぞれタイトルとその刊行年が付される。刊行年でコ γ ピュータ

検索をかけると，これらはそれぞれカウ γ トされ，その分だけ文献総数は収録件数

を上回ることになるが，文献総数を得る上で問題とはならない。問題となるのは，

Fイトんに年次あるいは年度が含まれているケースで，この場合は刊行年次がェソ

トリーされない。従って，刊行年による検索ではこれらは落ちてしまい，文献総数

を過小にしてしまう結果となる。本稿では，過小のままの系列を用し、，これに対す

る修正はしていない。それは，このようなケ一九の代表的なものは研究機関等の

『年報』類であり，そこに含まれる研究成果はほぼ例外なく刊行年付の論文等とし

て公表され，カウントされており，また，このようなケースの絶対数が極めて少な

いと考えられることによる。
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(7) 例えば， 1970-78年平均で，ある年に刊行された文献の60%はその年の WIBRRJ]

に収録され， この累積比率は 3年で 90仇 5年で 96払 8年で 995"0に達する。

ある年の UBRRJIがその年およびそれ以前に刊行された文献を収録する割合もほ

ぼ同様のバター γに従う。

(8) この 30%の標本は 10%標本を 3回抽出することによって得ているが，この三つ

の標本が示す文献数の年次別分布も安定的なものであった。

(9) 第 4図上段の破線は WIBRRJI各年版ベースの文献収録数を示している。ここで，

1979年に大きなピークがあり，また 80年が大き〈落ち込んでいるのは， 主として

先に述べた WIBRRJ]編集のコンピュ-;<化に伴うものである。

仰) このような試験研究投資の急増は稲作あるいは農業にのみ特有な現象ではなし

いわゆる「近代成長の時代J(Kuznets (16J)あるいは「第二次経済革命の時代」

(North (19J)を特徴づける，あらゆる産業に共還した現象である o また， R&D

に対する投資の社会的収益率の高さについては， 例えば Evensonand Kislev 

(3J。

(11) ここでの研究と価格との関係は，後者が前者に与える短期的な因果関係として捉

えられている。試験研究の継続的増加は， Johnson (l2Jが過去 100年以上の期間

について米およびその他の農産物について明らかにしたように，長期的には農業の

生産性を高めることを通じて，産出物価格の低下傾向をもたらす主要な要因の一つ

であることは言うまでもなし、。

(叫例えば p=2とすると， Z，，=ln Pt-.十 2'lnPト，+ー・ +m'lnPト隔である。

(13) Breusch-Godfrey統計量は， Durbin-Watson統計量が 1階の系列相関のみにつ

いての検定統計量であるのに対して，任意の階数までの系列相関について総合的に

検定する統計量で，この統計量はその階数を自由度とする"/分布に従う。 Breusch-

Godfrey統計量につL、て詳しれま， Johnston (13， pp. 319-21J。

(14) 端点制約を課さない Almon推定のラグ期間および多項式の次数別 R2の推定結

果は以下の通りである。

ラグ期間: 2 3 4 5 6 7 

次数:

1 .9821 .9830 .9860 .9845 .9826 .9828 

2 .9831 .9856 .9845 .9835 .9835 

3 .9850 .9845 .9834 .9830 

(15) 第 (5)式における両端点についての制約に関する帰無仮説は，F一億=1.02で，

5%の有意水準で棄却されない。

(16) Qについてラグを適用した端点制約を課さない Almon推定は，殆ど総ての組合

せについて，ラグ分布を4次の多項式で近似する計測の統計的適合度が l次式・ 2

次式・ 3次式によるものより高い。価格 (P)についてヲグ期聞を5年，多項式の
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次数2次，過去の文献数 CQ)について多項式の次数を4次とした場合の，端点制

約を課さない Almon推定の，Qについてのラグ期間別 R'は以下の通りである。

ラグ期間 11 12 13 14 

. 9826 . 9900 . 9894 . 9874 

ただ，これらより短いラグ期間まで含めた場合，最も高い R'は 7年のラグについ

て得られる 0.9910である。 しかし， このケースは負で有意なラグ・ウ zートを含

むため除外されている。

同第 (9)式における両端点についての制約に関する帰無仮説は，F-値=2.53で，

5%の有意水準で棄却されない。

(倒 t期に刊行された文献がt期の研究活動に影響を与える可能性は極めて限られた

ものであると考えられるので，Q についてのラグはト1期から考慮されている。

(19) これらの端点制約に関する帰無仮説は，それぞれ，Fー値=2.71， 1.04で， 5% 

水準で棄却しえなし、。

側われわれ社会科学の研究者が自然科学の研究者の書いた論文に接して驚くことの

一つは，引用される文献が圧倒的に最近年，それも過去 1-2年のものであること

である。経済学の場合， 100年以前の文献が引用されることも，決して希ではない

iOto 

側 価格と過去の研究文献に同時に Almonヲグを適用しつつ，さらに説明変数にタ

イムトレγ ドを加えた計測も試みられたが，多重共線性が強<，有意な結果は得ら

れなかった。
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付表基礎資料:稲作研究文献数，国際米価格およびデフレーター

稲作(本研/究文年)献数
ノミ γコック 工業製品

年 米(輸$/出to価n)格 輸(1出98価0=格l指∞数) (1)/(2) 
IBRR各巻 刊行年次別2)
収録数り (1) (2) 

1950 137 22.6 606 
1951 727 455 144 26. 1 552 
1952 727 631 156 27.3 571 
1953 727 523 175 26.6 658 
1954 727 680 158 26.0 608 
lヲ55 727 839 142 26.5 536 
1956 727 858 137 27.4 5∞ 
1957 727 873 137 28.0 489 
1958 727 904 142 28.5 4ヲ8
1959 727 I，Cこ9 132 28.1 470 
1960 727 1，179 125 28.7 436 
1961 1，054 1，162 137 29.2 469 
1962 954 1，280 153 29.7 515 
1963 1，948 1，949 143 29.2 490 
1964 1，738 1，881 138 29.8 463 
1965 1，985 2，138 136 30.0 453 
1966 2，355 2，444 163 31. 1 524 
1967 2，780 2，583 206 31. 4 656 
1968 2，737 2，669 202 31. 2 647 
1969 2，855 2，686 187 32.8 570 
1970 2，550 3，074 144 34.8 414 
1971 2，766 3，506 12ヲ 36.7 351 
1972 2，974 3，275 147 40.0 368 
1973 3，248 3，831 350 46.4 754 
1974 3，831 3，998 542 56.5 959 
1975 4，415 4，927 363 62.8 578 
1976 4，712 5，470 254 63.7 399 
1977 5，237 6，310 272 70.0 389 
1978 5，685 6，472 368 80.5 457 
lヲ79 7，027 6，2α〕 334 91. 2 366 
1980 4，713 6，571 434 100.0 434 
1981 6，750 7，065 483 100.5 481 
1982 6，081 6，925 293 99. 1 296 
1983 6，800 7，578 277 96.6 287 
1984 7，058 7，750 255 94.9 269 
1985 7，498 7，999 216 95.8 225 
1986 8，011 7，808 211 113.9 185 

注. 1) 1951-60年の数値は， この期間全体をカパーする IIIBRR.!I第 l巻収録総数

(7，274本〉の単純平均である.
2) この行の推計については，本文を参照されたい.

資料:International Rice Research Institute (11 Jおよび WorldBank (24J. 
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農業試験研究投資の誘発機構

—世界における稲作研究文献数からの接近―

菊 池 其 夫

試験研究はその成果の利用において排除不能性・非排他性が存在するという意味で公共

財的性格を持つ。特に農業における試験研究，就中生物学的・ 農学的側面におけるそれは
その性格が強い。先進諸国の農業発展をもたらした主要な要因は技術進歩にあり，その技

術進歩の具体的形態としての農業技術の研究・開発・普及は主として公共部門によって担

われてきた。農業の発展を経済全体の発展の不可欠の条件としている発展途上国の場合，

農業における試験研究が持つ公共財的性格はさらに強いと考えられる。かかる性格を持つ

農業試験研究はいかなるメカニズムで誘発されるのであろうか。農業のみならず一般に試

験研究は科学的知識を発展拡充ないし応用するものである。科学的知識の発展は人間の知

的好奇心や知識欲に大きく依存しており， 従って試験研究は経済外的要因によって規定さ

れている部分が多いと言えるであろう。しかし， 試験研究は科学的知識あるいは科学技術

という資本財を生産する経済活動でもある。それに対する投資を生ぜしめるメカニズムに

経済的要因は全く作用しないのであろうか。本稿は，このような問題意識の下に，世界に

おける稲作研究を事例として， 試験研究活動が誘発される経済的メカニズムを明らかにす

ることを課題とする。

世界における稲作研究文献総数を基礎資料としつつなされた計量分析は，稲作研究が国

際市場における米価の変動に対して反応的であることを明らかにするものであった。かか
る分析結果は， 生産物市場の条件が技術革新行動に影響を与えるというGriliches,Sch­

umooklerらによる研究結果と整合的であるだけでなく， 政府および非営利的公共主体の

公共財生産に対する公共的資源の再配分は公共財生産の収益率の変化，即ちそれを規定す

るところの価格の変化によって誘発されるとするHayami-Ruttan仮説とも整合的である。

分析結果は，さらに，試験研究活動における公共部門の価格反応が極めて短期的なもので

あることを示唆する。それは， 過去に繰り返し生じた「世界食糧危機」と「農業不況」の

蜘蛛の巣理論的発生の将来における再発を防ぐためには，政府および国際的機関による農

業における公共財に対する投資の意思決定が， 長期的な観点に立ってなされる必要がある

ことを含意している。


